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研究成果の概要（和文）：中小製造企業が集積する地域において、地域としてのBCPを遠隔地域との連携により構築す
ることは重要であり、統計情報等を用いて適切な連携地域を定量的に探索する手法を提案した。
遠隔地域間のBC連携ネットワークは、同時にイノベーションネットワーク、あるいは擬似的クラスターとしても有効と
考えられ、地方の2地域間を対象としたネットワーク構築と効果を、参与観察手法によりに調査した。その結果、短い
研究期間においても新規事業が開始されるなど、地域間ネットワークがイノベーション創出の基盤となる可能性が示さ
れた。ただし、ネットワーク化には適切なコーディネート機能の存在が重要であることも同時に明らかとなった。

研究成果の概要（英文）：Networking for regional BCP with relatively distant regions in which 
manufacturing SMEs agglomerate is very important issue, thus the quantitative procedure was presented to 
investigate appropriate partner regions using publicly available statistics.
It can be considered that BC network is effective as an innovation network or a quasi cluster 
simultaneously and possibility of networking and effects of the established network between certain two 
rural regions were empirically studied applying participant observation method. As a result, 
possibilities of an inter-regional network to be effective social capital for innovation inducement were 
shown by the fact that new collaborative projects have been carried out between companies locating each 
region despite short research period. However, the importance of properly managed coordination was also 
pointed out to establish, maintain, advance, and widen the network in same time.

研究分野：地域研究

キーワード： イノベーション　産業ネットワーク　地域間ネットワーク　BCP　中小企業　社会関係性資本
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１．研究開始当初の背景 
 都市が大規模な自然災害に襲われた後の
経済復興に特に注目が集まるようになった
のは、1995 年 1 月の阪神・淡路大震災以降
のことであろう。その後、2004 年 10 月の新
潟福島豪雨、同年 10 月の新潟県中越地震、
2007 年 7 月の新潟県中越沖地震では、人口
が集中する大都会ではないものの、被災地に
集積する中小規模の製造業が大きな被害を
受け、サプライチェーンの途絶は世界の製造
業に影響を与えた。災害発生直後には、まず
は住民の生命、健康や生活の場の確保が最優
先されることは言うまでもない。一方、特に
地方にあっては住居と就業場所が近接して
いることが多く、災害による生活の場の破壊
は、住民にとってはそのまま就業の場の喪失
に直結する。にもかかわらず、これまで災害
後の就業場所の維持、確保、復旧に関して十
分な配慮が払われたとは言い難い。関ら
[2001]の報告にあるように、阪神淡路大震災
の後は、地域産業の復興のために柔軟な公的
予算執行もなされたが、後年の災害において
は、被災した企業の事業所は民間の施設との
理由から、公的補助制度や復旧支援の網から
漏れる例が多く見られた。その結果、復旧遅
れにより企業は顧客を喪失し、中長期にわた
る地域経済の疲弊に繋がった。永松[2007]が
指摘するとおり、被災住民自らが経済活動を
行い、生活の糧を得るための何らかの公的な
枠組みが重要にも拘わらず、いまだその検討
は十分とは言えない。 
 ところが、特に中越地震後にあっては、製
造業の集積地であり、震源至近で大きな被害
を受けた小千谷市内製造業は、折からの好景
気に支えられたとはいえ、筆者の聞き取り調
査によれば震災の影響で廃業した企業もな
く、地域の中核的企業数社を含め、震災 5 年
を経過した段階でも概ね堅調な業績を示し
た。この要因には、震災直後の復旧が極めて
早かったこと（筆者の調べでは、本震の 1 週
間後には、震災前の 8～9 割の操業率まで回
復した例が多い）、復旧作業には取引先から
の自発的な支援員派遣、当面の生産再開に不
可欠な物資の供給（有償・無償）があったこ
とが挙げられる。特に製造業の事業所にあっ
ては、生産設備に精通した人材でなくては作
業にあたることができないが、企業間ネット
ワークはこれを実現したと言える。しかしな
がら、企業間相互の支援を事前に取り決めて
いたという事実は調査の限り認められず、結
果として自助と共助が「たまたま」機能した
に過ぎないと言っても良い。仮に企業ネット
ワークを活用し、事前に相互支援協定等によ
る事業継続計画（BCP）が策定されていれば、
被災後の企業の早期復旧は一層効率的とな
るはずであるが、地方に存在する中小零細規
模の企業が独自にこれを達成するのは、企業
内の限られた経営資源を考慮すると容易で
はない。むしろ、自治体間による災害時相互
支援協定のように、一定規模以上の同種の産

業が集積する地域にあっては、類似の産業構
造を有する地域どうしで被災後の産業復旧
に必要な資源をシェアしつつ、「地域連携
BCP」を構築することが一つの解であろう
[Kourakata, 2011]。 
ところで、産業の集積はスピルオーバーや

信頼感に基づく企業間相互の学習を促すが、
それにはある程度の集積の規模と密度が欠
かせないものの、地方にあってはいずれの実
現も容易ではない。地域間連携は、規模と密
度をネットワークによって補完する機能が
期待される。 
仮説として、自治体が、地域経営の観点か

ら地域連携 BCP によるレジリエンシー強化
を通じて、地域間連携ネットワークの実質化
が図られるならば、このネットワークは擬似
的な広域産業集積（クラスター）として機能
するとも考えられる。また、東日本大震災時
に観察された例として、上位自治体をネット
ワークハブとした場合、超大規模災害では支
援側、被支援側ともに同時に被災し、かつハ
ブ自治体に支援要請が集中した結果、相互支
援協定が機能不全に陥った。重層的かつ分散
型の地域間ネットワークが、比較的遠隔にあ
る各自治体間どうしで構築されるなら、相互
支援ネットワークは冗長性とアドホック性
を増し、一極集中による機能破綻を回避でき
る可能性が高いとも考えられる。 
 
２．研究の目的 
 (1) 姉妹都市、災害時相互支援協定など、地
域間の連携は従来多く観察されるが、筆者の
調べによると、首長どうしが意気投合した、
歴史的に共通性があるなどを根拠、きっかけ
とする例が多い。特に地理的に遠隔にある地
域間が改めて産業構造を考慮し、連携パート
ナーとなるには、産業構造の類似性を定量的
に提示することが有効であると考えられる。
また、災害発生時の相互支援を想定するなら
ば、お互いに産業規模も概ね同一であり、同
時被災を回避しつつ比較的短時間での往来
を可能とするため、一定の時間距離範囲に存
在することも求められる。これらを政府統計
等の公開情報から簡便に求める手法を開発
し、提案する。 
 
(2) 産業集積は行政境界を越えた広がりを持
つことも多い。複数の自治体にまたがる産業
集積を支援するため、近接する自治体や支援
機関が連携する例は少なくない（岡崎[2012]、
與倉[2009, 2012]）。しかしながら、遠隔にあ
る自治体どうしが、それぞれの地域産業の
「地域としての BCP」を目的に連携した例は
見当たらない。まず、過去に大規模災害によ
って地域製造業の集積が被害を受けた地域
が、(1)で提案される遠隔パートナー地域と連
携 BCP を構築する可能性があるのか調査す
る。 
 
(3) 同種の産業が集積する地域単位の施策と



して、類似の産業構造を持つ他地域と地域連
携 BCP が構築された後には、定期的な訓練・
演習を通じた相互支援体制の実効性の維持、
改善と、環境変化への適応を継続しなくては
ならない。視点を変えれば、継続的な相互交
流は互いを知り、信頼感を醸成することに繋
がる。 
 産業が一定の規模と広がりをもって集積
することは、集積内の企業どうしによる学び
あいを促す、いわゆるスピルオーバー効果に
よる産業の発展が期待される。しかし、地方
にあっては、そもそも産業規模が小さく、企
業誘致等による規模拡大にも限界がある。言
うなれば、地方の地域単独ではイノベーショ
ンの機会そのものが極めて少ない。もし遠隔
地どうしであっても密な BC 連携ネットワー
クが構築されるならば、産業間ネットワーク
を通じた情報の流通、信頼感の醸成、相互の
学習によって広域連携イノベーションネッ
トワークとなりうることも期待される。 
 BCP は非常時のための取り組みであるた
め、企業や自治体にとってはその意義は理解
できるものの、特に中小企業では貴重な経営
資源を BCP 構築に配分することには消極的
になりがちである。一方、イノベーションは
地域にとっても企業にとってももはや欠か
すことができない。地域間連携ネットワーク
が地域の BCP と同時に、地域イノベーショ
ンを指向すると理解されるならば、企業は公
的な支援に頼らずとも自らが広域連携ネッ
トワーク構築を進めるのではないか。いわば、
企業自身による広域「ハブレス」ネットワー
ク構築が可能かを実証研究により明らかに
する。 
 
３．研究の方法 
(1) パートナー地域の探索 
 主たる対象地域を、中越地震で大きな被害
を受けた小千谷市とした。最初に、小千谷市
中心部からの時間距離圏を ArcGIS と道路ネ
ットワーク地図を用いて求める。非常時の緊
急アクセスを考慮し、交通機関は自動車とす
る。企業等からの聞き取りから、概ね 3～4
時間の所要時間であれば通常の営業取引圏
内にあることがわかっているので、新潟県，
山形県，福島県，群馬県，埼玉県，富山県，
石川県，福井県，長野県，岐阜県の 10 県か
ら小千谷市と類似の産業構造を有する自治
体を探索する。小千谷市から見たとき、これ
らの地域は北陸自動車道、関越自動車道、磐
越道、日本海東北自動車道、東北自動車道、
上信越道等の高速道路ネットワークの整備
により、非常にアクセスが容易である。 
 国勢調査、経済センサス、工業統計から 71
の項目を抽出し、主成分分析を適用した結果、
固有値が 1 以上の 19 の項目に変数を集約し
た。さらに 19 の主成分得点をベクトル要素
ととらえ、対象地域内 423 の全自治体間の相
関係数を求め、1 に近いほど類似していると
判断する。 

 
(2) 地域間連携 BC ネットワークの可能性 
 上記(1)から求められた、小千谷市との相関
が大きい地域をいくつか定め、各地の自治体
や産業支援機関等に提案しながら、ネットワ
ーク構築可能性を聞き取りにより調査する。 
 
(3) 遠隔地間の広域イノベーションネットワ
ークの可能性 
 イノベーションネットワーク、あるいはク
ラスターの成立要因を調査した研究は多い
が、いずれも過去の成功事例からケーススタ
ディや統計手法を適用することで、いわば
「最大公約数」を抽出した報告がほとんどで
ある。もしこれらの研究成果が合理的である
ならば、新しいネットワークの構築にとって
有効な指針となるはずである。本研究では、
参与観察の手法を適用する。即ち、筆者自ら
がコーディネータ的な役割となり、文献から
得られた指針を適時ネットワークに実装し、
その効果を観察する。具体的には、小千谷市
とパートナー地域においてそれぞれ中核と
なる数社ずつからイノベーションネットワ
ークへの理解を得、研究期間を通じて企業自
らがネットワークを構築、運営することが可
能かを検証する。その際、コーディネータで
ある筆者が各企業からの寄与を強く求める
のではなく、あくまでネットワーク構築に対
する自発性を涵養するよう配慮する。 
 本来、ネットワーク効果の検証にはイノベ
ーション、即ち、複数の連携企業による特許
の共同出願件数、新規の共同事業の実績、雇
用者数の増加、企業収益または収益率の増加
が評価指標となるが、これらの指標を用いる
には本研究の期間は十分ではない。ゆえに、
本研究ではネットワーク参加企業数の増加
や参加企業の地理的な広がり、地域間企業取
引の件数変化、企業間の新規共同事業等の件
数などの定量評価のほか、経営者の意識変化、
相互学習の実績、ネットワークミーティング
の「雰囲気」、経営者や自治体、支援機関の
「姿勢」といった定性的な情報を観察し、評
価する。 
 
４．研究成果 
(1) 産業構造類似性の定量化とその評価 
 上述の方法により、小千谷市と他地域との
産業構造類似性を相関係数により求めた。図
1 及び表 1 に示すように、いわゆる地方のも
のづくり産業集積地が強い相関を示しなが
らも、産業の構成によって相関の強弱が異な
ることがわかる。 
 
 BCP を考慮して地域間で連携するならば、
記述のとおり、各地域の規模が概ね等しいこ
とが望ましい。地域内総人口を規模を表す変
数と仮定し、概ね総人口が等しく、相関係数
が正に大、ゼロに近い、負に大のそれぞれよ
り表 1 中に太字で表した 6 地域について、小
千谷市内製造企業との取引関係を調査した。



企業間に受発注関係があれば、相互支援によ
る BC 連携構築に対するインセンティブと同
時に、受発注関係をイノベーションネットワ
ークに進化させる可能性も高いと考えられ
るからである。しかし、小千谷市内企業と各
地域の企業との間に顕著な直接取引関係は
認められなかった。その一方で、相関係数が
大きいほど、共通の取引先を持つ傾向が見ら
れた。この場合、両企業は非常時であっても
共同で取引先企業との納品・購入契約の履行
義務を継続することと、平時にあっては顧客
に対する何らかの共同提案など、連携から生
まれるイノベーションによって、双方の企業
価値の向上を図れるであろう。 
 即ち、本提案によって適切な連携パートナ
ー地域を探索し、地域として相互連携の実質
化が図れるのであれば、地域産業の高度化と

地域 BCP が、地域間ネットワークによって
同時に成立すると考えられる。いわば、連携
ネットワークを通じた擬似的な広域産業ク
ラスターの可能性が示唆された。 
 
(2) 距離の克服 
 単プロセスの中小製造企業であっても、取
引先は地理的な広がりを持つ。例えば筆者の
聞き取り調査によれば、朝に出荷した製品が
宅配便で翌朝に届く範囲であれば、通常の取
引先として何ら支障は無い。しかしながら、
少なくとも本研究の主たる調査対象である
小千谷市にあっては、BCP あるいはイノベー
ションを指向した遠隔地との地域間連携の
実績は無く、他地域にあっても極めて希と思
われる。新潟県が主導する「お互いさま BC
連携ネットワーク[新潟県, 2011]」は筆者の提
案と類似しているが、東日本大震災後に行っ
た聞き取り調査では、代替生産等の具体的連
携実績は認められなかった。 
 新潟県に隣接する数県の自治体、産業支援
機関等には、個別訪問等により連携ネットワ
ーク構築を提案したものの、いずれも具体的
な活動には至らなかった。回答の中には「メ
リットを感じられない」とする例もあり、先
行事例が希な中で、遠隔地域との連携ネット
ワーク構築は極めて困難であると考えられ
た。 
 
(3) 参与観察による地域間連携イノベーショ
ンネットワークの成立要因の検討 
 筆者らの調査によると、東日本大震災のよ
うな超大規模災害を除けば、直線距離で 30
～50km を隔てた地域が同時に災害の直接被
害を受ける例は希である。また既述のとおり、
ハブ集中型ではない分散型ネットワークが
重層的に存在すれば、複数のネットワークが
相互に補完または接続される可能性が高く、
災害に対する頑健性も担保できるであろう。 
 今一度、新潟県内の地域間連携状況に目を
転じると、わずか 30km にも満たない距離を
隔てた 2 地域間を含め、相互連携による地域
産業の振興を図った例はほとんど見当たら
ない。各地域がそれぞれ独自に各種の政策、
施策に取り組むものの、資源の共有や相互学
習といった、連携ネットワークの中に特徴的
に見られるイノベーション誘発の要素が存
在しないと言っても良い。これを裏付けるよ
うに、Otsuka [2010] らの分析によれば、
1980～2002年の22年間の都道府県別製造業
年間技術進歩率において、新潟県は全国ワー
スト 2 位である。 
 そこで、小千谷市とは隣接しないが、市中
心部間の距離が約 50km、同様にものづくり
産業の集積地として知られる燕市をもう一
つの対象地域と定め、両地域間で広域イノベ
ーションネットワークが構築されうるかを、
筆者がコーディネート役として参加する参
与観察によって調査することとした。 
 調査は、本研究期間の後半である 2014 年

表 1 地域産業間相関係数と地域規模（抜粋） 

図 1 産業構造の地域間相関係数 



4月から 2016年 3月までの約 2年間と定め、
各地域において中核と思われる数社ずつを
選定し、本研究の趣旨とともに「連携ネット
ワーク構築プロジェクト」への参画の同意を
得て開始した。まず、プロジェクトの基本方
針を以下に列挙する。 
 

 各企業からの希望もあり、プロジェクトは
公的な活動とせず、企業が自発的かつ任意
に参画する方針を維持する。 

 プロジェクトには企業としてではなく、個
人として参画する。 

 筆者は極力調整役に徹し、参画企業や地域
の拡大については企業らの自主性を極力
阻害しないよう努める。 

 誰かに教えを請うのではなく、両地域間で
相互に学び合う姿勢の獲得に努める。 

 年に 2 回程度の相互訪問、企業見学等を
通じ、face-to-face の交流機会を確保する
ことで相互の信頼感の醸成に努める。 

 筆者からは、ネットワーク化の効果等に関
する研究を含む、種々の情報を随時配信し、
「企業自らが考える」環境の形成に務める。 

 
プロジェクトは、2014 年 7 月のキックオ

フミーティングを皮切りに、2016 年 3 月ま
でに 5 回のミーティング、見学会を実施した。
初期の参画者は、小千谷市から 4 名（4 社）、
燕市から 5 名（4 社、1 商工会議所）である。
商工会議所からの参画者は、前述の「お互い
さま BC 連携」事業に従事しており、筆者の
聞き取り調査において本プロジェクトの趣
旨に関心を持った担当者である。筆者からは、
電子メールによる 8 回の情報配信を随時行っ
た。情報配信には、ミーティング等の開催案
内のほか、これらを実施した際の筆者による
所感をフィードバックすること、文献調査や
他地域への訪問調査により得られた知見の
提供を含めることで、参画者の気付きや主体
性の涵養を促した。 
顕著な効果として、ミーティングを契機に

知り合った 2 社が複数の共同事業を開始した
ことが挙げられる。また、初期にはやや懐疑
的であった企業経営者が、一方の地域で実施
している人材育成事業に大きな関心を寄せ、
当該地域の参画者はそれによって改めて自
身らの取り組みの重要性に気付いたことも
あった。これらの効果を参画者も概ねよく理
解している様子であり、プロジェクトが一旦
終了となった後も、参画者自ら経済的に負担
しながらでもネットワーキングを継続した
いと筆者の問に答えている。 
 しかしながら、各地域内におけるネットワ
ークの拡大は極めて限定的であり、筆者が提
案した一つの見学先以外、他地域への拡張も
見られなかった。特に一方の地域では、任意
かつ自発的な参画の原則に拘わらず、同業者
組合の存在が、逆に各企業の自由な活動を阻
害しているようにも思われた。強力なコミュ
ニティは、結果として新規参画者 2 名（2 社）

の誘引に繋がったが、全体としては情報伝達
や意思決定の遅さ、「新しい取組」や「新参
者」に対する過度な慎重さという負の効果も
生むことが、本プロジェクトでも観察された。 
 本研究から得られた一つの結論は、距離的
にやや遠隔であっても、地域どうしの連携は
十分可能であり、ネットワークを通じたイノ
ベーション創出の環境となりうると示され
た点である。一方、ハブレスネットワークは
その運営が難しく、地域の意識的、文化的な
特性によってネットワークの進化発展に時
間を要するかもしれない。企業や地域の商工
会議所、企業組合等、参画者の自主性、主体
性を十分担保しつつ、ネットワークを維持、
拡大、活性化に導く中間的なコーディネート
機能の存在はやはり重要である。ネットワー
クはあくまで環境であり、それ自身で価値を
生み出すことがないため、人員や活動経費の
確保は現在では非常に難しいと言わざるを
得ない。望ましくは、自治体や産業支援機関
に依存するだけでなく、地域の産業群自らが
これを担いうる機能の確保に何らかの努力
を払うことが、即ちイノベーションネットワ
ークの最大の成功要因と言えるかもしれな
い。 
 信頼感の醸成は、意識的な相互学習か無意
識的な気付きかに拘わらず重要であり、産業
全体のレベル向上には欠かせない。表層的な
繋がりだけでなく、相互の信頼感が加わるこ
とで、ネットワークは単なる社会基盤から真
の社会関係性資本（ソシアルキャピタル）と
してイノベーションの苗床となるであろう。
筆者は小千谷市、燕市両地域の企業とも、10
年以上にわたる産学連携推進活動などを通
じた交流があるため、結果として筆者がコー
ディネータの役割を果たしたことが、本プロ
ジェクトにおけるネットワークの構築と維
持に寄与したことも考えられる。従って、こ
の要因を除き、ネットワーク化が両地域間の
信頼感を醸成、向上させたかは、今のところ
明らかではない。 
 本研究の最大の注目点である、イノベーシ
ョンネットワークと BC 連携ネットワークの
同時成立については、これまでの観察では見
ることができなかった。研究期間は一旦終了
したが、ネットワーキングプロジェクトは継
続している。今後の中長期にわたる種々の試
行、即ち、コーディネート機能（ハブ機能）
を担うと考えられる基礎自治体や上位自治
体の貢献、広域産業支援機関からの理解と協
働、大学等高等教育機関による科学的知見の
提供等を順次実装し、ネットワークの成立要
因、BC 連携との同時成立の可能性を継続し
て調査したい。 
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